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報 道 発 表 
                            科学技術・学術政策研究所 
 
 
平成 25 年 9 月 3 日 
「民間企業の研究活動に関する調査報告 2012」の公表について 
科学技術・学術政策研究所（所長 榊原裕二）では、「民間企業の研究活動に関する
調査報告 2012」を取りまとめました。1968 年度より本調査を実施しており、2012 年度
調査は、研究開発を行っている資本金 1 億円以上の企業を対象に 2012 年 11 月～12 月
に実施しました。集計された企業は 1,434 社（回収率 44.3％）でした。2012 年度調査
では、民間企業の研究開発の実施から収益獲得までの一連の動向を把握することを目
的として、各企業の 2011 年度の状況を御回答いただき、結果を集計いたしました。 
 
調査の結果、民間企業の社内研究開発費の増減状況について、2011 年度は 3 年前と比
べて増加したとする企業と減少したとする企業がほぼ同数でした。民間企業の主要業種
における社内研究開発費は、2008年度時点では3年前と比べて増加傾向にありましたが、
2009 年度、2010 年度ではそれぞれ 3 年前と比べて減少傾向でした。こうした変化の背景






了者を採用する頻度に関しては、過去 5 年間で毎年採用している企業の割合は、2007 年
度調査よりもわずかながら増加しました。 
2011 年度に新製品・サービスを生み出すために他組織との連携を実施した企業の割合
は、およそ 7 割でした。 
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民間企業の主要業種における社内研究開発費は、2008 年度時点では 3 年前と比べて増
加傾向にありましたが、2009 年度、2010 年度ではそれぞれ 3 年前と比べて減少傾向でし









30 社をランダムサンプリングしたところ、2011 年度と比べ、2012 年度の研究開発費の合
計額は、6.5％増加しています。 
 
・博士課程修了者を研究開発者として採用している企業の割合は 5 年前と比べて微増 
2011 年度に新規に採用された研究開発者の学歴に関する内訳（最終学歴別）は、学士
号取得者 24.3％、修士号取得者 36.0％、博士課程修了者 10.4％でした。 
博士課程修了者を採用する頻度に関して、過去 5 年間で毎年採用している企業の割合
は、2012 年度調査結果では 5.3％でした。資本金階級別にみると、博士課程修了者を毎
年採用している企業の割合は、資本金規模が 1 億円以上 10 億円未満の企業で 1.0％、10
億円以上 100 億円未満の企業で 3.0％、100 億円以上の企業で 19.7％となっており、資本
金規模の大きい企業ほど博士課程修了者の採用機会が多いことがわかりました。博士課



















































工程の実現度（過去 3 年間（2009 年度～2011 年度）に画期的な新製品・サービスの投入
を行い、なおかつ画期的な新工程を導入した企業の割合）が 24.8％であったのに対し、














































1. 新しい技術トレンドの探索 451 49.3%
2. 研究開発活動のスピードアップ 573 62.6%
3. 研究開発費のコストダウン 287 31.4%
4. 技術的成果の新たな事業機会の発見 406 44.4%
5. 新製品・サービス開発に関する新規パートナーシップの確立 402 43.9%
6. 新製品・サービス開発のリスク軽減 185 20.2%
7. 技術的成果からの新たな収益の獲得 234 25.6%
8. その他 22 2.4%































































図 4. 東日本大震災及びその後の原発事故に伴う被災状況 
 
 















































0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%
1．研究開発支出額の削減
2．研究開発支出額の増加
3．新しい研究開発テーマへの取組
4．今まで棚上げにしてきた社内技術の研究開発
5．研究開発テーマの変更および統廃合（費用配分の変更なども含む）
6．生産の停滞等により浮いた人材の研究開発への振分け
7．被災地域に立地していた研究開発拠点を、日本の他地域に移動
8．被災地域に立地していた研究開発拠点を、海外に移動
9．非被災地域に立地していた研究開発拠点を、日本の他地域に移動
10．非被災地域に立地していた研究開発拠点を、海外に移動
11．海外に立地していた研究開発拠点を、日本に移動
12．その他
13．1～12のいずれも実施せず
全国 岩手県、宮城県、福島県
